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言語能力及び情報活用能力に関する学習指導要領等での記載について（抜粋） 

 

【中央教育審議会諮問「新しい時代の初等中等教育の在り方について」（平成 31 年 4 月 17

日）】 

（理由） 

我が国の学校教育の現状に目を向けると，経済協力開発機構（OECD）の学習到達度調査

（PISA2015）において世界トップレベルの学力水準を維持するとともに，全国学力・学習状況

調査においても，成績下位の都道府県の平均正答率と全国の平均正答率との差が縮小する

など学力の全体的な底上げが確実に進んでいます。このように，子供たちの知・徳・体を一体

で育む「日本型学校教育」とそれを支える明治以来 150 年に及ぶ教科教育等に関する蓄積

は，全体としては着実に成果を挙げてきています。一方，基礎学力の育成に関して見ると，子

供たちの語彙力や読解力については，課題も指摘されているところです。 

（中略） 

第一に，新時代に対応した義務教育の在り方についてです。具体的には，以下の事項など

について御検討をお願いします。 

○ 義務教育，とりわけ小学校において，基礎的読解力などの基盤的な学力の確実な定

着に向けた方策 

 

【学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）】 

第二十一条 義務教育として行われる普通教育は、教育基本法（平成十八年法律第百二十

号）第五条第二項に規定する目的を実現するため、次に掲げる目標を達成するよう行われ

るものとする。 

（中略） 

四 家族と家庭の役割、生活に必要な衣、食、住、情報、産業その他の事項について基礎的

な理解と技能を養うこと。 

五 読書に親しませ、生活に必要な国語を正しく理解し、使用する基礎的な能力を養うこと。 

 

第三十条 小学校における教育は、前条に規定する目的を実現するために必要な程度にお

いて第二十一条各号に掲げる目標を達成するよう行われるものとする。 

 

２ 前項の場合においては、生涯にわたり学習する基盤が培われるよう、基礎的な知識及

び技能を習得させるとともに、これらを活用して課題を解決するために必要な思考力、判断力、

表現力その他の能力をはぐくみ、主体的に学習に取り組む態度を養うことに、特に意を用い

なければならない。 

 

※ 第３０条２項は、中学校は第４９条、高等学校は第６２条、中等教育学校は第７０条の規定によりそれぞ

れ準用されている。 

  

令和元年 12 月 4 日 

教 育 課 程 部 会 

参考資料 
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【中央教育審議会「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領

等の改善及び必要な方策等について（答申）」（平成２８年１２月２１日）】 

 

第１部第１章 

（子供たちの現状と課題） 

○ 一方で、我が国の子供たちはどのような課題を抱えているのであろうか。学力に関する調

査においては、判断の根拠や理由を明確に示しながら自分の考えを述べたり、実験結果を分

析して解釈・考察し説明したりすることなどについて課題が指摘されている。また、学ぶことの

楽しさや意義が実感できているかどうか、自分の判断や行動がよりよい社会づくりにつながる

という意識を持てているかどうかという点では、肯定的な回答が国際的に見て相対的に低い

ことなども指摘されている。 

 

○ こうした調査結果からは、学ぶことと自分の人生や社会とのつながりを実感しながら、自ら

の能力を引き出し、学習したことを活用して、生活や社会の中で出会う課題の解決に主体的

に生かしていくという面から見た学力には、課題があることが分かる。 

 

○ ＰＩＳＡ２０１５では、読解力について、国際的には引き続き平均得点が高い上位グループ

に位置しているものの、前回調査と比較して平均得点が有意に低下しているという分析がな

されている。この結果の背景には、調査の方式がコンピュータを用いたテスト（ＣＢＴ）に全面

移行する中で、子供たちが、紙ではないコンピュータ上の複数の画面から情報を取り出し、考

察しながら解答することに慣れておらず、戸惑いがあったものと考えられること、また、情報化

の進展に伴い、特に子供にとって言葉を取り巻く環境が変化する中で、一定量の文章に接す

る機会が変化してきていることなどがあると考えられ、そうした中で、読解力に関して指摘され

てきた前述のような諸課題が、より具体的な分析結果として浮かび上がってきたものと見るこ

とができる。子供たちが将来どのような場面に直面したとしても発揮できるような、確かな読解

力を育んでいくことがますます重要となっている。 

 

○ 子供たちの読書活動についても、量的には改善傾向にあるものの、受け身の読書体験に

とどまっており、著者の考えや情報を読み解きながら自分の考えを形成していくという、能動

的な読書になっていないとの指摘もある。教科書の文章を読み解けていないとの調査結果も

あるところであり、文章で表された情報を的確に理解し、自分の考えの形成に生かしていける

ようにすることは喫緊の課題である。特に、小学校低学年における学力差はその後の学力差

に大きく影響すると言われる中で、語彙の量と質の違いが学力差に大きく影響しているとの指

摘もあり、言語能力の育成は前回改訂に引き続き課題となっている。 

 

（子供たち一人一人の成長を支え可能性を伸ばす視点の重要性） 

○ 子供の貧困が課題となる中、家庭の経済事情が、進学率や学力、子供の体験の豊かさな

どに大きな影響を及ぼしていると指摘されている。学校教育が個々の家庭の経済事情を乗り

越えて、子供たちに必要な力を育んでいくために有効な取組を展開していくこと、個に応じた

指導や学び直しの充実等を通じ、一人一人の学習課題に応じて、初等中等教育を通じて育

むべき力を確実に身に付けられるようにしていくことが期待されている。 
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第１部第５章 

１．育成を目指す資質・能力についての基本的な考え方 

○ 育成を目指す資質・能力の具体例については、様々な提案がなされており、社会の変化

とともにその数は増えていく傾向にある。国内外の幅広い学術研究の成果や教育実践の蓄

積を踏まえ、そうした数多くの資質・能力についての考え方を分析してみると、以下のように大

別できる。 

・ 例えば国語力、数学力などのように、伝統的な教科等の枠組みを踏まえながら、社会の中

で活用できる力としての在り方について論じているもの。 

・ 例えば言語能力や情報活用能力などのように、教科等を越えた全ての学習の基盤として

育まれ活用される力について論じているもの。 

・ 例えば安全で安心な社会づくりのために必要な力や、自然環境の有限性の中で持続可能

な社会をつくるための力などのように、今後の社会の在り方を踏まえて、子供たちが現代的な

諸課題に対応できるようになるために必要な力の在り方について論じているもの。 

 

４．教科等を越えた全ての学習の基盤として育まれ活用される資質・能力 

○ 様々な情報を理解して考えを形成し、文章等により表現していくために必要な読解力は、

学習の基盤として時代を超えて常に重要なものであり、これからの時代においてもその重要

性が変わることはない。第１章において指摘したように、情報化の進展の中でますます高まる

読解力の重要性とは裏腹に、子供たちが教科書の文章すら読み解けていないのでないかと

の問題提起もあるところであり、全ての学習の基盤となる言語能力の育成を重視することが

求められる。 

 

○ また、急速に情報化が進展する社会の中で、情報や情報手段を主体的に選択し活用して

いくために必要な情報活用能力、物事を多面的・多角的に吟味し見定めていく力（いわゆる

「クリティカル・シンキング」）、統計的な分析に基づき判断する力、問題を見いだし解決に向け

て思考するために必要な知識やスキル（問題発見・解決能力）などを、各学校段階を通じて体

系的に育んでいくことの重要性は高まっていると考えられる。 

○ 加えて、これまで全ての教科等において重視されてきている体験活動や協働的な学習、

見通しや振り返りといった学習活動も、それらを通じて、学習を充実させ社会生活で生きる重

要な資質・能力が育まれているということを捉え直しながら、更なる充実を図っていくことが求

められる（脚注 70）。 

 

（脚注 70）学習の基盤となる資質・能力と学習活動の関係については、言語活動を通じて育成される言

語能力（読解力や語彙力等を含む。）、言語活動やＩＣＴを活用した学習活動等を通じて育成される情報

活用能力、問題解決的な学習を通じて育成される問題発見・解決能力、体験活動を通じて育成される体

験から学び実践する力、「対話的な学び」を通じて育成される多様な他者と協働する力、見通し振り返る

学習を通じて育成される学習を見通し振り返る力などが挙げられる。 

 

○ このような、教科等の枠を越えて全ての学習の基盤として育まれ活用される資質・能力に

ついても、資質・能力の三つの柱に沿って整理し、教科等の関係や、教科等の枠を越えて共

通に重視すべき学習活動との関係を明確にし、教育課程全体を見渡して組織的に取り組み、

確実に育んでいくことができるようにすることが重要である。 
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（言語能力の育成） 

○ 言語能力は、こうした言語能力が働く過程を、発達段階に応じた適切な言語活動を通じて

繰り返すことによって育まれる。言語活動については、現行の学習指導要領の下、全ての教

科等において重視し、その充実を図ってきたところであるが、今後、全ての教科等の学習の

基盤である言語能力を向上させる観点から、より一層の充実を図ることが必要不可欠である。 

 

○ 特に言葉を直接の学習対象とする国語教育及び外国語教育の果たすべき役割は極めて

大きい。言語能力を構成する資質・能力やそれらが働く過程、育成の在り方を踏まえながら、

国語教育及び外国語教育それぞれにおいて、発達の段階に応じて育成を目指す資質・能力

を明確にし、言語活動を通じた改善・充実を図ることが重要である。 

（中略） 

○ こうした方向性や、第１章において述べた読解力に関する喫緊の課題を踏まえ、国におい

ては、読解力を支える語彙力の強化や、文章の構造と内容の把握、文章を基にした考えの形

成など、文章を読むプロセスに着目した学習の充実、情報活用に関する指導の充実、コンピ

ュータを活用した指導への対応など、学習指導要領の改訂による国語教育の改善・充実を図

っていくことが求められる。あわせて、子供たちの読解力の現状に関するより詳細な分析を通

じて課題等を明確にすることや、言語能力の向上に向けた実践的な調査研究を行う地域を指

定し具体的な指導改善の方法を蓄積すること、諸外国における取組状況を把握・分析したり

することなどより、読解力の向上の取組を支える基盤を整えていくことも重要である。 

 

（情報活用能力（情報技術を手段として活用する力を含む）の育成） 

○ 情報活用能力とは、世の中の様々な事象を情報とその結び付きとして捉えて把握し、情

報及び情報技術を適切かつ効果的に活用して、問題を発見・解決したり自分の考えを形成し

たりしていくために必要な資質・能力のことである。 

 

○ 将来の予測が難しい社会においては、情報や情報技術を受け身で捉えるのではなく、手

段として活用していく力が求められる。未来を拓ひらいていく子供たちには、情報を主体的に

捉えながら、何が重要かを主体的に考え、見いだした情報を活用しながら他者と協働し、新た

な価値の創造に挑んでいくことがますます重要になってくる。 

 

○ また、情報化が急速に進展し、身の回りのものに情報技術が活用されていたり、日々の

情報収集や身近な人との情報のやりとり、生活上必要な手続など、日常生活における営みを、

情報技術を通じて行ったりすることが当たり前の世の中となってきている。情報技術は今後、

私たちの生活にますます身近なものとなっていくと考えられ、情報技術を手段として活用して

いくことができるようにしていくことも重要である。 

 

第１部第７章３．発達の段階や子供の学習課題等に応じた学びの充実 

○ 「主体的・対話的で深い学び」の具体的な在り方は、発達の段階や子供の学習課題等に

応じて様々である。基礎的・基本的な知識・技能の習得に課題が見られる場合には、それを

身に付けさせるために、子供の学びを深めたり主体性を引き出したりといった工夫を重ねな

がら、確実な習得を図ることが求められる。 



5 
 

第１部第８章４．個に応じた指導 

○ 特に、授業が分からないという悩みを抱えた児童生徒への指導に当たっては、個別の学

習支援や学習相談を通じて、自分にふさわしい学び方や学習方法を身に付け、主体的に学

習を進められるようにすることが重要である。 

 

○ また、基礎的・基本的な知識・技能の習得が重要であることは言うまでもないが、思考力・

判断力・表現力等や学びに向かう力等こそ、家庭の経済事情など、子供を取り巻く環境を背

景とした差が生まれやすい能力であるとの指摘もあることに留意が必要である。一人一人の

課題に応じた「主体的・対話的で深い学び」を実現し、学びの動機付けや幅広い資質・能力の

育成に向けた効果的な取組を展開していくことによって、学校教育が個々の家庭の経済事情

等に左右されることなく、子供たちに必要な力を育んでいくことが求められる。その際、教職員

定数の充実などの指導体制の確立やＩＣＴ環境などの教育インフラの充実など必要な条件整

備が重要であることは言うまでもない。 

 

第２部第１章２．小学校 

（１）小学校教育の基本と、低・中・高学年それぞれの課題 

○ 低学年においては、その２年間の中で生じた学力差が、その後の学力差の拡大に大きく

影響しているとの課題が指摘されている。学習の質に大きく関わる語彙量を増やすことなど

基礎的な知識・技能の定着や、感性を豊かに働かせ、身近な出来事から気付きを得て考える

ことなど、中学年以降の学習の素地を形成していくとともに、一人一人のつまずきを早期に見

いだし、指導上の配慮を行っていくことが重要となる。 

 

（２）言語能力の育成と国語教育、外国語教育の改善・充実 

②国語教育の充実 

○ 国語で理解したり表現したりして、考えを形成し深める力を身に付けることは、あらゆる学

習の基盤として必要不可欠なものである。変化の激しい社会の中で未来を創り出していくた

めには、多様な情報や考えを理解して、文章や発話により表現したり、個人や集団としての考

えを形成したり深めたりしていくために必要となる、言語能力や情報活用能力の向上が重要

な課題となってくる。 

（中略） 

○ こうした課題を踏まえ、小学校の国語科については、高等学校における科目構成の見直

し等も見通しながら、言語能力を構成する資質・能力やそれが働く過程等に関する整理を踏

まえ、教育目標や内容の見直しを図ることとしている。特に、小学校低学年の学力差の大き

な背景に語彙の量と質の違いがあるとの指摘を踏まえ、思考を深めたり活性化させたりして

いくための語彙を豊かにするなど、語彙量を増やしたり、語彙力を伸ばしたりして、語彙を生

活の中で活用できるよう指導の改善・充実を図ることが重要である。 

 

（３）情報技術を手段として活用する力やプログラミング的思考の育成 

○ 第１部第５章４．において述べたように、将来の予測が難しい社会においては、情報や

情報技術を受け身で捉えるのではなく、手段として主体的に活用していく力が求められる。

そのためには、発達の段階に応じて、情報活用能力を体系的に育んでいくことが重要になる。 
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【小学校学習指導要領（平成 29 年 3 月告示）】 

第１章 総則 

第１ 

２ 学校の教育活動を進めるに当たっては，各学校において，第３の１に示す主体的・対話的

で深い学びの実現に向けた授業改善を通して，創意工夫を生かした特色ある教育活動を展

開する中で，次の⑴から⑶までに掲げる事項の実現を図り，児童に生きる力を育むことを目

指すものとする。 

⑴ 基礎的・基本的な知識及び技能を確実に習得させ，これらを活用して課題を解決するた

めに必要な思考力，判断力，表現力等を育むとともに，主体的に学習に取り組む態度を養い，

個性を生かし多様な人々との協働を促す教育の充実に努めること。その際，児童の発達の段

階を考慮して，児童の言語活動など，学習の基盤をつくる活動を充実するとともに，家庭との

連携を図りながら，児童の学習習慣が確立するよう配慮すること。 

⑵ 道徳教育や体験活動，多様な表現や鑑賞の活動等を通して，豊かな心や創造性の涵養

を目指した教育の充実に努めること。（省略） 

⑶ 学校における体育・健康に関する指導を，児童の発達の段階を考慮して，学校の教育活

動全体を通じて適切に行うことにより，健康で安全な生活と豊かなスポーツライフの実現を目

指した教育の充実に努めること。特に，学校における食育の推進並びに体力の向上に関する

指導，安全に関する指導及び心身の健康の保持増進に関する指導については，体育科，家

庭科及び特別活動の時間はもとより，各教科，道徳科，外国語活動及び総合的な学習の時

間などにおいてもそれぞれの特質に応じて適切に行うよう努めること。（省略） 

 

第２ 

２ 教科等横断的な視点に立った資質・能力の育成 

⑴ 各学校においては，児童の発達の段階を考慮し，言語能力，情報活用能力（情報モラル

を含む。），問題発見・解決能力等の学習の基盤となる資質・能力を育成していくことができる

よう，各教科等の特質を生かし，教科等横断的な視点から教育課程の編成を図るものとする。 

 

第３ 

１ 主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善 

各教科等の指導に当たっては，次の事項に配慮するものとする。 

⑵ 第２の２の⑴に示す言語能力の育成を図るため，各学校において必要な言語環境を整え

るとともに，国語科を要としつつ各教科等の特質に応じて，児童の言語活動を充実すること。

あわせて，⑺に示すとおり読書活動を充実すること。 

⑶ 第２の２の⑴に示す情報活用能力の育成を図るため，各学校において，コンピュータや情

報通信ネットワークなどの情報手段を活用するために必要な環境を整え，これらを適切に活

用した学習活動の充実を図ること。また，各種の統計資料や新聞，視聴覚教材や教育機器な

どの教材・教具の適切な活用を図ること。 

ア 児童がコンピュータで文字を入力するなどの学習の基盤として必要 

となる情報手段の基本的な操作を習得するための学習活動 

イ 児童がプログラミングを体験しながら，コンピュータに意図した処理を 

行わせるために必要な論理的思考力を身に付けるための学習活動 

小学校学習指導要領 

のみの記述 

※ 平成 29 年改訂中学校学習指導要領第１章総則及び平成 30 年改訂高等学校学習指導要領第１章総則にも同旨。 


